
No.18

項 目

目標年度
平成２８年度
平成２８年度
平成27年度

見込額
8,500

8,500

2,350

0

4,040

1,600

100

410

8,500
0.80
0.80

410戸
9,900,000千円

畜産経営安定支援事業費 事務事業

0.80
0.80

嘱託員

8,499
0.80

8,486

臨時職員等

職員

上床　博道
 １　事務事業の位置付け（Ｐｌａｎ）

政策

平成24年度
決算額

項目
平成25年度

予算額

農林水産部　畜産課所管部課名
根拠法令等 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱　及び各補助金交付要領

8,500

2,350

10080 100

9,273

8,500

8,486 8,499

8,499

補助金

8,486

担当者

地域力を発揮し産業活力を創出する
まちづくり

畜産経営安定支援事業費

予算
科目
等

409

2,280 2,350
子牛預かり施設管理
事業運営補助金

9,273

0.80 0.80

2,340

80

36

8,500

410

0.80

特筆すべき事項等

①高齢化等により廃業が増加し、農家戸数の減少が著しい。
②規模拡大が進み、１戸あたり飼養頭数は、増加している。
③畜産物生産額は、平成２１年度を底に上昇してきている。

要員配置状況 0.80

成果指標の推移

事務事業費

事業開始年度

411

財
源
内
訳

4,119

676

0.80

施策

１畜産総務費６農林水産業費

■ ソフト事業　　　　□ 建設・整備事業　　　　□ 施設管理　　　　□ 内部管理

畜産振興対策の推進小施策

農業の振興

平成23年度
決算額

9,273

1,150

2,890

1,600

0

4,040

1,600

自給飼料増産対策水
田活用モデル事業補
助金

特別農協有牛導入等
事業利子補給金

こしき地域生産農家
支援事業補助金

1,610

3,150

2,057

920

活動実績・計画 511戸 477戸 450戸 430戸
9,700,000千円

経
費
及
び
指
標
の
推
移

国・県支出金
その他
一般財源

9,300,000千円 9,500,000千円9,155,579千円

口蹄疫経営維持緊急
資金利子補給事業補
助金

畜産経営維持緊急支
援資金利子補助金

平成26年度
見込額

款
会計

概要
　子牛預かり施設への運営費補助をはじめ各種農家支援に係る補助事業を実施することで、
本市農業の基幹をなす畜産経営体（個人・法人）の経営効率化や所得向上等を促進し、足腰
の強い畜産農家の育成を図るもの

　２　事務事業の実施　（Ｄｏ）

事
業
の
内
容

２畜産業費
一般会計

細事項畜産振興育成事業費

平成25年度 評価表 ［単位：千円、人］

目標値

100億円

畜産経営の個別経営体（個人・法人等）

各種補助事業により経営支援を行う。

足腰の強い畜産経営体の経営強化を図るため

対象（誰を、何を対象
とする事業か）

手段（市がどのような
活動をするか）

意図（どのような目的
で事業を行うか）

平成25年度

指標名

畜産物生産額
活動指標
成果指標

畜産農家数 400戸

事業の種類

一体化躍動プラン
重点施策

事項
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資料３



有
　
効
　
性

成果の達成度 □ 達成度はかなり高い　　■ 達成度はやや高い　　□ 達成度は低い

成果の向上余地 □ 余地がかなりある　■ 余地がある程度ある　□余地はほとんどない

（上記選択の理由）
　当該事業は、本市における永続的な畜産業の維持・発展につながる施策であり、この取組みによ
り足腰の強い畜産農家が育成・確保されていることから達成度は高い。

　現在実施している取組みで、ある程度の成果は出ているが、畜産農家や関係機関等の意向を把握
しながら新たな取組みを検討する余地がある。

まとめ（補助金等評価を含む。）

　□高い　　　　□低い
妥当性　　⇒
効率性　　⇒
有効性　　⇒

□ 休止　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い
今後の改革の方向性

□ 現状のまま継続

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

事務事業の視点別評価

□ 休止　　　　　　　　　　□ 廃止

　□高い　　　　□低い

　４　事務事業の改革・改善の方向性　（Ａｃｔｉｏｎ）

■ 現状のまま継続

　特になし

　３　事務事業の視点別評価 （Ｃｈｅｃｋ）

妥
　
当
　
性

効
　
率
　
性

対象・手段の妥当性 　■ 妥当である　　　□ 改善の余地はある　　　□ 妥当ではない

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

（上記選択の理由）

（上記選択の理由）
　本市農業の基幹を成す畜産業を今後も永続的な産業として維持・発展させることを目的として畜
産農家や関係機関等と一体となりながら取り組んでいる事業であることから市の関与は妥当であ
る。

（上記選択の理由）
　畜産情勢や事業実績（効果）を総合的に判断しながら事業展開していることから、事業費削減の
余地はあるが、逆に増加することも考えられる。

（上記選択の理由）
　補助金手続きなど当該事業に係る業務は最低限の要員で実施しており削減の余地はない。

事業費の削減余地

市が関与すべき妥当性 ■ 市が関与すべき　　　□ 民間でも可能　　　□ 民間で実施すべき

 ■ 削減の余地がある　　　　　□ 削減の余地はない

　本市農業の基幹を成す畜産業を今後も永続的な産業として維持・発展させるためには足腰の強い
畜産農家を育成・確保することが必要であり、これに係る事業であることから妥当である。

□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性 □拡大 □他の事業と統合 □手段の改善 □移管 □縮小

今後の改革の方向性

要員配置の削減余地  □ 削減の余地がある　　　　　■ 削減の余地はない

外
部
評
価
（
二
次
）
結
果

　

（上記選択の理由）

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

上記方向の理由
　当該事業は、足腰の強い畜産農家を育成・確保するとともに、永続的な畜産業の維持・発展を図
る上からも重要な役割を果たしていことから、畜産情勢や事業実績（効果）を総合的に判断しなが
ら見直しの余地も残しながら現状のまま継続したい。
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本
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

63.7%
0.0%

29.8%
34.0%
17.5%
18.8%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①継続
②③④特に無し
⑤事業説明会時に周知
⑥特に無し
⑦肉用牛農家の規模拡大と高齢者の管理軽減及び商品性向上を図る上で大変重要である。
⑧この施設は、肉用牛農家の規模拡大と高齢者の管理軽減を図る上で大変重要であり、ＪＡ・市町・農
家の負担割合で実施する事業であり、本市の負担額が減額されると事業推進に影響を及ぼす。

成果指標の推移① 4,991頭 4,941頭 4,656頭
成果指標の推移② ― ― ―

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 2件 2件 2件

支出計/前年度支出計 100.0% 100.6%
自己資金/前年度自己資金 101.5% 109.8%

0.0% 0.0%

計 12,965,000 100.0% 12,960,000 100.0% 13,040,000
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

13,040,000
人件費 0.0% 0.0%

支
出

事業費 12,965,000 100.0% 12,960,000 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 12,965,000 100.0% 12,960,000 100.0% 13,040,000
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%
さつま町補助金 3,050,000 23.5% 3,050,000 23.5% 2,450,000
市補助金 2,455,000 18.9% 2,340,000 18.1% 2,280,000

3,590,000 27.7% 4,430,000

0.0% 0.0%
事業収入 3,755,000 29.0% 3,980,000 30.7%

補助金額又は補
助率の積算方法 同上

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 7,460,000 57.5% 7,570,000 58.4% 8,310,000
会費収入

3,880,000
寄付金・その他助成 3,705,000 28.6%

補助対象経費 子牛預かり施設に預託する子牛価格の安定と事故発生の損失軽減を図る事業に要する経費

補助対象事
業・活動の内
容

子牛預かり施設に預託する子牛価格の安定と事故発生の損失軽減を図るための事業

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他

補助金額又は
補助率

旧ＪＡさつま川内（入来キャトルセンター）　５，０００円／頭
旧ＪＡさつま（さつまキャトルセンター）　　　定額

成果指標② ― ― ―
補助対象者 北さつま農協

2,350
指標名 目標値 目標年度

成果指標① 繁殖用雌牛頭数 4,800頭 平成２８年度

平成25年度
予算額

2,350 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

事務事業名 畜産経営安定
根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱・子牛預かり施設管理事業運営補助金交付要領

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 子牛預かり施設管理事業運営補助金 評価表 18-1

所管部課名 農林水産部畜産課 担当者 別府芳美
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〈補助金の視点別評価〉

主管
課

A

A

A

A

C

A

A

A

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
この施設は、肉用牛農家の規模拡大と高齢者の管理軽減を図る上で大変重要であり、ＪＡ・市町・農家
の負担割合で実施する事業であり、本市の負担額が減額されると事業推進に影響を及ぼすため。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画

　肉用牛振興を図る上からも、半永続的な補助
とならざるを得ない。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　畜産の振興のため各種事業に積極的に取組ん
でいる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　畜産農家の過剰投資の抑制や労力の軽減につ
ながることから妥当な手段である。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　毎年、関係者で運営協議を実施しながら負担
金や運営状況等について検討している。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　肉用牛農家の規模拡大と労力軽減や農家の事
故等に係る一時預かりなど多方面の農家ニーズ
に対応した施設への支援である。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　行政が実施するには、多額の設備投資と、人
件費等の維持管理費が必要になる。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　子牛預かり施設管理事業運営補助金交付要領
に規定している。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　肉用牛農家の規模拡大と高齢者の労力軽減を
図りながら繁殖用雌牛頭数を維持・拡大する上
で大変重要な施設である。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

・農家の過剰投資や労力不足を緩和する機能を
有しており、当面行政の支援が必要である。
・甑地域の肉用牛は全頭当該施設へ預けること
から、必要不可欠な施設への支援である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）
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１  本市における繁殖用雌牛頭数の推移
(単位：頭)

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

繁殖用雌牛頭数 5,050 5,016 4,991 4,941 4,656

子牛セリ市

上場頭数 3,397 3,366 3,609 3,415 3,558

子牛預かり施設 計 435 347 349 340 361

受入頭数 入 347 282 291 268 286

さ 88 65 58 72 75

２  本市におけるＷＣＳ用稲の作付面積の推移
(単位：ｈａ、％)

平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

作付面積 34.2 86.5 128.5 160.0

目標達成率 17.1 43.3 64.3 80.0

   ※目標達成率は、平成２８年度目標(200ha)に対する達成率を示す。

  ※さつまキャトルセンターの受入頭数は、祁答院町からの受入頭数を示す。
      (総受入頭数は、４５０～５００頭)
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子牛預かり施設管理事業運営補助金交付要領 
 
（趣旨） 
第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則第６７

号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補助金等基本条例

（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。）を実施するため，薩摩

川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年薩摩川内市告示第１００号）第

２条の表に掲げる子牛預かり施設管理事業運営補助金に関し必要な事項を定めるもの

とする。 
（補助事業等の要件） 
第２条 子牛預かり施設管理事業運営補助金に係る補助事業等は，子牛育成施設に預託

する子牛の価格安定及び事故発生時の損失の軽減を図るための基金積み立てを行うも

のであること。     
（補助金の額） 
第３条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の額は，予算で定める額以内とする。 
（補助対象経費） 
第４条 子牛預かり施設管理事業運営補助金は，子牛育成施設に預託する子牛の価格安

定及び事故発生時の損失の軽減を図るための基金積み立てに要する経費について交付

する。 
（交付の申請） 
第５条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の交付の申請に係る規則第５条の市長が別

に指定する日は，当該事業を実施する日までとする。 
（交付の基準） 
第６条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の交付の決定は，次の各号のいずれかに該

当する場合には，これを行わない。 
  当該補助事業等が第２条の要件を満たさない場合 

   前号に掲げる場合のほか，当該申請者に子牛預かり施設管理事業運営補助金を交

付することが適当でないと認められる場合 
（実績報告） 
第７条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の実績報告に係る規則第１５条第３号の市

長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 
   基金積み立てを証する書類（コピー可） 
   基金現在高ほか特に必要であると認められる書類 
（効果の測定） 
第８条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果を

いう。）は，子牛預かり施設利用状況をもって測定する。  
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（補助事業者等の責務） 
第９条 子牛預かり施設管理事業運営補助金の交付を受けた補助事業者等は，本市が実

施する畜産振興施策に積極的に協力しようと努めるものとする。 
（その他） 
第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定める。 
 
   附 則 
１ この要領は，平成１９年４月１日から施行する。 
２ 子牛預かり施設管理事業運営補助金に係る条例第４条第１項の規定による見直しに

ついては，平成２１年度において検討を行い，その結果に基づいて，平成２２年度に

おいて所要の措置を講ずるものとする。 
３ この要領は，平成２２年４月１日から施行する。 
４ 子牛預かり施設管理事業運営補助金に係る条例第４条第１項の規定による見直しに

ついては，平成２４年度において検討を行い，その結果に基づいて，平成２５年度に

おいて所要の措置を講ずるものとする。 
 

- 10 -



NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）
80.2%
0.0%

80.2%
0.0%

19.8%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

事務事業名 畜産経営安定

根拠法令
薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、
自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金交付要領

補助経過年数 1年以上5年以下

平成25年度 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金 評価表 18-2

所管部課名 農林水産部畜産課 担当者 別府芳美

1,150
指標名 目標値 目標年度

成果指標① ＷＣＳ用稲（稲発酵粗飼料）作付け面積 ２００ｈａ 平成28年度

平成25年度
予算額

1,150 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費
自給飼料増産対策水田活用モデル事業は１ha以上の団地化によりWCS用稲の栽培に要する経費の一
部

補助対象事
業・活動の内
容

水稲農家と畜産農家が連携してWCS用稲栽培の団地化に取り組むことで、粗飼料自給率の向上と水
田の有効活用を図るための事業

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他

補助金額又は
補助率

1ヘクタール以上の団地化に対し、10アール当たり23,000円(上限230,000円）を耕種農家に交付す
る。

成果指標② ― ― ―
補助対象者 耕種農家（任意組合）

補助金額又は補
助率の積算方法

1ヘクタール以上の団地化に対し、10アール当たり23,000円(上限230,000円）を耕種農家に交付す
る。

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）

等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 #DIV/0! 7,386,000 82.1% 3,719,000
会費収入

3,719,000
寄付金・その他助成 #DIV/0! 0.0%

#DIV/0! 0.0%
事業収入 0 #DIV/0! 7,386,000 82.1%

#DIV/0! 0.0%
市補助金 0 #DIV/0! 1,610,000 17.9% 920,000

計 0 #DIV/0! 8,996,000 100.0% 4,639,000
（前年度繰越金） #DIV/0! 0.0%

支
出

事業費 #DIV/0! 8,996,000 100.0%

その他事務費 #DIV/0! 0.0%

#DIV/0! 0.0%

#DIV/0! 0.0%

4,639,000
人件費 #DIV/0! 0.0%

#DIV/0! 0.0%

計 0 #DIV/0! 8,996,000 100.0% 4,639,000
（翌年度繰越金） #DIV/0! 0.0%

翌年度繰越金/市補助金 #DIV/0! 0.0% 0.0%
交付件数 ー 7件 4件

支出計/前年度支出計 #DIV/0! 51.6%
自己資金/前年度自己資金 #DIV/0! 50.4%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①廃止：粗飼料増産対策のモデル事業として一定の効果が得られたため
②③④特になし
⑤事業説明会時に周知
⑥特になし
⑦想定以上の成果となっている。
⑧特になし

成果指標の推移① ３４．２ｈａ ８６．５ｈａ １２８．５ｈａ
成果指標の推移② ― ― ―
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課
評
価

A

A

A

A

A

C

A

A

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　国も粗飼料増産対策と自給率の向上に積極的に取
り組んでいる中での本市独自の事業であり、国の政
策にも合致している。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

　当該事業は、同一圃場での補助を認めていないこ
とから、新たなＷＣＳ用稲栽培面積の拡大につな
がっており、作付け面積の拡大・定着を誘導する観
点から支援は必要である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

　一定の成果が得られたので、廃止を検討する。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　当該補助事業以外の活動は行っていない。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　ＷＣＳ用稲の団地化を誘導するためのモデル事業
である。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金交付
要領に規定されており妥当である。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　本市におけるＷＣＳ用稲の栽培面積は、大きく拡
大しており、効果が現れている。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　市は農地を保有していないので、水稲作付者を補
助対象としている。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金交付
要領に規定している。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（

一
次
）

結
果

今後の改革の方向性
□ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
■ 廃止

上記方向の理由
　ＷＣＳ用稲の栽培面積が大きく増加し、今後も増加が見込まれることから、粗飼料増産対策のモデル事業
として一定の効果が得られたため

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし
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自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金交付要領 
 
（趣旨） 
第１条 この要領は，薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則第６７

号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき，及び薩摩川内市補助金等基本条例

（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。）を実施するため，薩摩

川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年薩摩川内市告示第１００号）第

２条の表に掲げる自給飼料増産対策水田活用モデル事業に関し必要な事項を定めるも

のとする。 
（補助事業等の要件） 
第２条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金に係る補助事業等は，粗飼料確保

と水田の有効活用により耕作放棄地の拡大を防止し，自給粗飼料の向上を図るために

水稲農家と畜産農家が連携して飼料用稲(ＷＣＳ)栽培の団地化への取り組みを推進す

るために行うものである。 
（補助金の額） 
第３条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の額は，予算で定める額以内とす

る。 
（補助対象経費） 
第４条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業は，１ｈａ以上の団地化により飼料用稲

（ＷＣＳ）の栽培に要する経費について交付する。 
（交付の申請） 
第５条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の交付の申請に係る規則第５条の

市長が別に指定する日は，当該事業を実施する日までとする。 
（交付の基準） 
第６条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の交付の決定は，次の各号のいず

れかに該当する場合には，これを行わない。 
(1)  当該補助事業等が第２条の要件を満たさない場合 
(2)  前号に掲げる場合のほか，当該申請者に自給飼料増産対策水田活用モデル事業補

助金を交付することが適当でないと認められる場合 
（実績報告） 
第７条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の実績報告に係る規則第１５条

第３号の市長が必要と認める書類は，次の各号に掲げるものとする。 
(1)  当該補助事業者等が自ら行った評価に関する書類 
(2)  当該補助事業等に係る栽培収穫等状況確認写真 
(3)  当該補助事業等に係る利用供給契約書 
(4)  前３号に掲げるもののほか特に必要であると認められる書類 

- 17 -



（効果の測定） 
第８条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号

の効果をいう。）は，水田有効活用と粗飼料自給率をもって測定するものとする。 
（補助事業者等の責務） 
第９条 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金の交付を受けた補助事業者等は，

本市が実施する畜産振興施策に積極的に協力しようと努めるものとする。 
（その他） 
第１０条 この要領に定めるもののほか，必要な事項は，農林水産部長が別に定める。 
   附 則 
１ この要領は，平成２３年４月１日から施行する。 
２ 自給飼料増産対策水田活用モデル事業補助金に係る条例第４条第１項の規定による

見直しについては，平成２５年度において検討を行い，その結果に基づいて，平成２

６年度において所要の措置を講ずるものとする。 
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

事務事業名 畜産経営安定
根拠法令 薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利子補給金交付規則

補助経過年数 ６年以上１０年以下

平成25年度 薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利子補給金 評価表 18-3

所管部課名 農林水産部畜産課 担当者 川島正人

2,890
指標名 目標値 目標年度

成果指標① 繁殖用雌牛頭数 4,800頭 平成28年度

平成25年度
予算額

2,890 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費 特別農協有牛導入等事業の利子補給金

補助対象事
業・活動の内
容

本市に住所を有する畜産農家を対象に特別農協有牛導入等事業を行う農業協同組合に対し，
予算の範囲内において利子補給金を交付するための事業

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他
補助金額又は
補助率

利子補給率は，年2.0パーセント以内

成果指標② ― ― ―
補助対象者 北さつま農業協同組合

補助金額又は補
助率の積算方法

貸付金額×０．０２

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 0.0% 0 0.0% 0
会費収入

寄付金・その他助成 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
事業収入 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%
市補助金 2,519,000 100.0% 3,150,000 100.0% 4,119,000

計 2,519,000 100.0% 3,150,000 100.0% 4,119,000
（前年度繰越金） 0.0% 0.0%

支
出

事業費 2,519,000 100.0% 3,150,000 100.0%

その他事務費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

4,119,000
人件費 0.0% 0.0%

0.0% 0.0%

計 2,519,000 100.0% 3,150,000 100.0% 4,119,000
（翌年度繰越金） 0.0% 0.0%

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0% 0.0%
交付件数 1件 1件 1件

支出計/前年度支出計 125.0% 130.8%
自己資金/前年度自己資金 #DIV/0! #DIV/0!

特
記
す
べ
き
事
項
等

①継続
②平成25年3月1日貸付分より利子補給率を従来の２％から1％に削減、規則改正済み
③特に無し
④特に無し
⑤事業説明会時に周知
⑥特に無し
⑦貸付利率の変動に対応していく。
⑧特に無し

成果指標の推移① 4,991頭 4,941頭 4,656頭
成果指標の推移② ― ― ―
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〈補助金の視点別評価〉

主管
課

A

A

A

A

B

A

A

A

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　農協に利子補給する形となっているが、受益
者は資金を活用する畜産農家である。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A
　規模拡大志向農家の金利負担を軽減するもの
であり、繁殖用雌牛頭数を維持・拡大するうえ
で必要である。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

　特別農協有牛導入事業をJAが実施する限り、
支援を続けたい。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　農協は各種補助金等に関し農家を代表する事
業主体として、各種事業に取組んでいる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　農協が実施している家畜貸付事業に係る利子
補給であり最も妥当な手段である。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利子補給
金交付規則に規定されており妥当である。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　農家の金利負担を軽減するものであり経営の
安定と家畜の改良に資するための支援である。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　農協が実施する家畜貸付事業に対する補助で
あり、農協が実施する方が適当である。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利子補給
金交付規則に規定されており妥当である。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
■ 現状のまま継続
□ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　□補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
平成25年3月1日貸付分より利子補給率を従来の２％から1％に削減、規則改正済みのため、貸付利率の変
更が無い限りこのまま継続

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
　なし
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○薩摩川内市特別農協有牛導入等事業利子補給金交付規則  

平成１８年３月１日  

規則第１２号  

改正 平成１９年３月２８日規則第２７号  

平成２３年９月１日規則第４６号  

平成２４年２月１日規則第１号  

平成２４年３月２９日規則第２５号  

（趣旨）  

第１条 この規則は、薩摩川内市補助金等基本条例（平成１８年薩摩川内市条例

第４０号。以下「条例」という。）第４条第１項の規定に基づき、及び条例を

実施するため、特別農協有牛導入等事業利子補給金（以下「利子補給金」とい

う。）に関し必要な事項を定めるものとする。  

（交付の目的）  

第１条の２ 市長は、市内の畜産農家の経営安定に資することを目的に、本市に

住所を有する畜産農家を対象に特別農協有牛導入等事業を行う農業協同組合に

対し、予算の範囲内において利子補給金を交付する。  

（定義）  

第２条 この規則において、「特別農協有牛導入等事業」とは、北さつま農業協

同組合（以下「農業協同組合」という。）の特別農協有牛預託規程及び特別農

協有牛預託要領に基づき、農業協同組合が本市の畜産農家に対して行う事業を

いう。  

（利子補給金の利子補給率）  

第３条 利子補給金の利子補給率は、年１ .０パーセント以内とする。  

（貸付の報告）  

第４条 農業協同組合が本市の畜産農家に対して特別農協有牛導入等事業による

貸付を行った場合は、その実績を速やかに、特別農協有牛導入等事業貸付実績

報告書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなけ

ればならない。  

（利子補給金の額）  

第５条 利子補給金の額は、特別農協有牛預託規程及び特別農協有牛預託要領に

基づき、農業協同組合が本市の畜産農家に対して貸し付けた日から遅滞なく償

還された日までの期間（以下「計算期間」という。）における特別農協有牛導

入等事業につき、その融資した額に発生する利子（計算期間中の毎日の最高残

高（延滞額を除く。）に計算期間日数を乗じた積数を３６５で除して、貸付利
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率を乗じて得た額とする。）に、第３条に規定する利子補給率を乗じて得た額

とする。  

（利子補給金の交付申請）  

第６条 利子補給金の交付を受けようとする農業協同組合は、計算期間満了後３

箇月以内に、特別農協有牛導入等事業利子補給金交付申請書（様式第２号）に

市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。  

（交付の決定）  

第７条 市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、利子補給

金を交付することが適当であると認めるときは、特別農協有牛導入等事業利子

補給金交付決定通知書（様式第３号）により、当該農業協同組合に通知するも

のとする。この場合において、市長は、必要があると認めるときは、条件を付

することができる。  

（利子補給金の請求）  

第８条 前条の通知を受けた農業協同組合は、同条の通知書の写しを添えて、市

長が指定する日までに、利子補給金の請求をしなければならない。  

（利子補給契約）  

第９条 利子補給金の交付は、前３条に定めるもののほか、市長と農業協同組合

との間において締結する契約に基づいて行うものとする。  

２ 前項の契約は、特別農協有牛導入等事業利子補給金交付契約書（様式第４号）

により締結するものとする。  

（成果）  

第１０条 この利子補給金の交付を通じて得ようとする成果は、畜産農家の経営

の安定とする。  

（見直しの期間）  

第１１条 利子補給金に係る条例第４条第１項の市長が定める期間は、３年とす

る。  

（効果の測定）  

第１２条 利子補給金に係る条例第４条第２項第１号に定める効果は、償還計画

に対する償還の実績その他畜産農家の経営の安定化の状況を指標に用いて測定

するものとする。  

附 則  

１ この規則は、公布の日から施行し、平成１７年３月３１日以後の特別農協有

牛導入等事業について適用する。  

２ 薩摩川内市産業経済部関係補助金等交付要綱（平成１６年薩摩川内市告示第
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１６号）に基づき、平成１７年３月３１日より前に既に交付された樋脇地域特

別農協有牛預託事業利子補給金及び東郷地域限定特別農協有牛預託事業利子補

給金については、なお従前の例による。  

附 則（平成１９年３月２８日規則第２７号）  

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。  

附 則（平成２３年９月１日規則第４６号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（平成２４年２月１日規則第１号）  

この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

附 則（平成２４年３月２９日規則第２５号）  

（施行期日）  

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ 改正後の第３条の規定は、平成２５年３月１日以後に北さつま農業協同組合

が行う特別農協有牛導入等事業について適用し、同日前に行われた特別農協有

牛導入等事業については、なお従前の例による。  
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NO.

千円 千円 千円

分類

割合（％）

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%
0.0%
0.0%

100.0%
100.0%

0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

100.0%

事務事業名 畜産経営安定

根拠法令 薩摩川内市農林水産部関係補助金等交付要綱、こしき地域生産農家支援事業補助金交付要領

補助経過年数 1年以上5年以下

平成25年度 こしき地域生産農家支援事業補助金 評価表 18-4

所管部課名 農林水産部畜産課 担当者 江口良浩

1,600

指標名 目標値 目標年度

成果指標① 繁殖用雌牛頭数 250頭 平成28年度

平成25年度
予算額

1,600 千円

国県支出金 その他 一般財源 その他の内容

補助対象経費
優良牛導入（雌牛更新）、子牛預かり施設航送料、子牛別飼施設整備(H23のみ）

補助対象事
業・活動の内
容

甑地域における肉用牛経営の課題を解決し、肉用牛農家の経営安定と畜産振興を推進するた
めの事業。

□運営補助のみ ■事業補助のみ □運営補助と事業補助の両方 □その他

補助金額又は
補助率

・優良雌牛導入補助：　１頭につき5万円
・子牛預かり施設航送料：実費相当額（４０００円-国庫補助金）

成果指標② 子牛せり市平均価格 薩摩中央家畜市場平均 平成28年度

補助対象者 甑島地域肉用牛振興会

補助金額又は補
助率の積算方法

・優良雌牛導入補助：　１頭につき5万円
・子牛預かり施設航送料：実費相当額（４０００円-国庫補助金）

補
助
を
受
け
る
事
業
（
団
体
）
等
の

過
去
３
ヵ
年
の
決
算
状
況

項目
平成22年度 平成23年度 平成24年度

金額（円） 割合（％） 金額（円） 割合（％） 金額（円）

収
入

自己資金 0 368,000 15.2% 0
会費収入

寄付金・その他助成 0.0%

0.0%
事業収入 368,000 15.2%

0.0%
市補助金 2,057,000 84.8% 676,400

計 0 2,425,000 100.0% 676,400
（前年度繰越金） 0.0%

支
出

事業費 2,425,000 100.0%

その他事務費 0.0%

0.0%

0.0%

676,400
人件費 0.0%

0.0%

計 0 2,425,000 100.0% 676,400
（翌年度繰越金） 0.0%

翌年度繰越金/市補助金 0.0% 0.0%
交付件数 ー 1件 1件

支出計/前年度支出計 27.9%
自己資金/前年度自己資金 0.0%

特
記
す
べ
き
事
項
等

①子牛預かり施設航送料：継続、優良雌牛導入補助：子牛セリ市価格の推移を見守りながら随時見直し
を検討する。
②③特になし
④畜産振興補助事業の事業主体として、各種事業に取り組んでいる。
⑤総会・事業説明会時に周知
⑥特になし
⑦甑地域の子牛平均価格は、これまで薩摩中央家畜市場の平均価格と比較すると約１０万円の差が生じ
ていたが、平成２３年度以降その差が縮小してきている。

成果指標の推移① 252頭 243頭 219頭
成果指標の推移② △94,290円 △70,290円 △57,871円
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〈補助金の視点別評価〉
主管
課

A

A

A

A

C

A

A

A

【主管課評価・・・Ａ=合致、Ｂ=概ね合致、Ｃ=合致しない】

要件 項　　目
評価した内容についての説明

（合致しない理由や課題を含む）

公
益
性

　補助の対象となる事業又は補助を受ける団体
等の活動が、直接又は間接に、不特定多数の市
民の福祉の向上及び利益の増進に寄与してい
る。

　甑島地域肉用牛振興会には、甑地域の全畜産
農家が参加しており、甑地域の畜産業全体の利
益に寄与している。

必
要
性

　次のいずれかに該当するものである。

A

　子牛別飼施設整備（H23のみ）は放牧主体の経
営からの改善の観点から、優良雌牛導入補助は
家畜改良の観点から、子牛預かり施設航送料は
離島である地域的ハンディの克服等の観点から
必要性は高い。

①　特定の目標・成果の達成に向けて、一定の
団体等に一定の補助を行うことが直ちに必要で
あると認められる。

　補助対象のうち、子牛預かり施設への子牛の
航送料補助については、地域的ハンディの克服
の観点から子牛輸送がある限り続けていく必要
がある。

④　当該補助事業以外にその団体が行う活動の
状況においても一定の公益性が認められる。

　甑島地域肉用牛振興会には、甑地域の全畜産
農家が参加し、畜産振興補助事業の事業主体と
して、各種事業に取り組んでいる。

⑤　特定の目標・成果の達成に向けて、当該補
助金等の交付以外に適当な政策手段がないか、
又は当該補助金等の交付が最も妥当な政策手段
であると明確に認められる。

　地域的ハンディの克服の観点から畜産農家支
援として最も妥当な政策手段であると認められ
る。

⑥　補助の対象となる経費が、明確に規定さ
れ、その内容は補助目的に照らし、公費を充て
るものとして、著しく妥当性を欠くものとは
なっていない。

　甑地域生産農家支援事業補助金交付要領に規
定されており妥当である。

②　社会的弱者の救済、地域的ハンディの克服
等の観点から、当面、補助を通じた行政の支援
が必要であると認められる。

有
効
性

　達成しようとする目標・成果が市民ニーズに
合致しており、かつ、その目標・成果の達成に
向けて、適切な効果を生じている。（その目
標・成果を測るための適当な効果指標の設定が
なされている。）

　甑地域の子牛平均価格は、これまで薩摩中央
家畜市場の平均価格と比較すると約１０万円の
差が生じていたが、平成２３年度以降その差が
縮小してきている。

適
格
性
及
び
妥
当
性

①　補助の対象となる事業について、行政が直
接実施するよりも、行政以外の者が行う方が適
当であると明確に認められる。

　甑地域の畜産農家を対象とした補助である。

②　補助率又は補助額が、明確な根拠によって
積算されたものであり、かつ、社会経済情勢に
照らし、著しく妥当性を欠く水準とはなってい
ない。（交付要綱の補助基準）

　甑地域生産農家支援事業補助金交付要領に規
定されており妥当である。

③　補助を受ける団体等の活動状況等に照らし
合わせて、自助努力がみられるなど、明らかに
半永続的・固定的な補助にはならないと見込ま
れる。

〈補助金の見直し結果〉

内
部
評
価
（
一
次
）
結
果

今後の改革の方向性
□ 現状のまま継続
■ 見直しの上で継続⇒今後の方向性　□拡大　□他の補助金と統合　■補助内容の改善　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 □移管　□縮小
□ 休止
□ 廃止

上記方向の理由
　子牛預かり施設航送料については継続することとし、優良雌牛導入補助については子牛セリ市価格の
推移を見守りながら随時見直しを検討するため。

改革・改善の内容とそれを実施していくための手段・計画
・優良雌牛導入補助内容の検討を行う。
・農林水産部関係補助金見直し期間(３年）にあわせて検討を行う。
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１．甑地域における肉用牛農家の推移            (単位：戸・頭) 
 里 上甑 下甑 鹿島 計 

戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 頭数 戸数 頭数 
H20 年度 1 63 2 96 11 87 3 26 17 272
H21年度 1 71 2 90 11 88 2 12 16 261
H22年度 1 65 1 90 8 85 2 12 12 252
H23年度 1 60 1 83 7 81 2 19 11 243
H24年度 1 59 1 64 6 75 2 21 10 219

 
２．甑地域における子牛せり市価格の推移 
                          （単位：頭，円） 

 薩摩市場平均(Ａ) 甑地域平均(Ｂ) 差 
（(Ｂ)－ (Ａ)）頭数 金額 頭数 金額 

H22 年度計 6,768 426,546 180 332,256 △94,290
H23 年度計 9,054 442,108 165 371,818 △70,290
H24 年度計 9,284 452,113 161 394,242 △57,871

 H24. 4 月 913 453,909 13 396,692 △57,217

H24. 5 月 899 441,387 12 372,417 △68,970

H24. 6 月 861 431,172 23 369,783 △61,389

H24. 7 月 656 441,546 18 413,389 △28,157

H24. 8 月 755 434,033 11 453,090 19,057

H24. 9 月 702 422,905 5 362,200 △60,705

H24. 10 月 782 426,808 13 369,846 △56,962

H24. 11 月 710 443,855 11 370,818 △73,037

H24. 12 月 729 482,077 17 411,588 △70,489

H25. 1 月 688 471,485 16 405,313 △66,172

H25. 2 月 802 488,101 13 396,615 △91,486

H25. 3 月 810 488,064 9 397,889 △90,175

H25. 4 月 826 481,870 11 433,455 △48,415
H25. 5 月 809 494,763 15 465,933 △28,830
H25. 6 月 769 498,821 14 469,214 △29,607
H25. 7 月 702 516,262 11 461,363 △54,899

※子牛セリ価格は、売却、本人を含む税抜き価格 
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こしき地域生産農家支援事業補助金交付要領 
 
 
（趣旨） 
第１条 この要領は、薩摩川内市補助金等交付規則（平成１６年薩摩川内市規則第６７

号。以下「規則」という。）第４条の規定に基づき、及び薩摩川内市補助金等基本条例

（平成１８年薩摩川内市条例第４０号。以下「条例」という。）を実施するため、薩摩

川内市農林水産部関係補助金等交付要綱（平成１９年薩摩川内市告示第１００号）第

２条の表に掲げるこしき地域生産農家支援事業補助金に関し必要な事項を定めるもの

とする。 
（補助事業等の要件） 
第２条 こしき地域生産農家支援事業補助金に係る補助事業等は、甑地域における肉用

牛経営の課題を解決し、肉用牛農家の経営安定と畜産振興を推進するために行うもの

である。 
（補助金の額） 
第３条 こしき地域生産農家支援事業補助金の額は、予算で定める額以内とする。 
（補助対象経費） 
第４条 こしき地域生産農家支援事業補助金事業は次のいずれかに該当する場合にはこ

れを交付する。 
(1)  優良牛導入(繁殖牛更新) 
(2)  子牛預かり施設航走料 
(3)  その他必要と認められる経費 

（交付の申請） 
第５条 こしき地域生産農家支援事業補助金の交付の申請に係る規則第５条の市長が別

に指定する日は、当該事業を実施する日までとする。 
（交付の基準） 
第６条 こしき地域生産農家支援事業補助金の交付の決定は、次の各号のいずれかに該

当する場合には、これを行わない。 
(1) 当該補助事業等が第２条の要件を満たさない場合 
(2) 前号に掲げる場合のほか、当該申請者にこしき地域生産農家支援事業補助金を交

付することが適当でないと認められる場合 
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（実績報告） 
第７条 こしき地域生産農家支援事業補助金の実績報告に係る規則第１５条第３号の

市長が必要と認める書類は、次の各号に掲げるものとする。 
(1)  当該補助事業者等が自ら行った評価に関する書類 
(2)  当該補助事業等に係る納入確認写真 
(3)  当該補助事業等に係る領収書又は請求書 
(4)  前３号に掲げるもののほか特に必要であると認められる書類 

（効果の測定） 
第８条 こしき地域生産農家支援事業補助金の効果（条例第４条第２項第１号の効果を

いう。）は、本市甑地域における次の各号に掲げる指標を用いて測定するものとする。 
(1)  繁殖牛更新率 
(2)  本土地域との航走料に係る是正率 

（補助事業者等の責務） 
第９条 こしき地域生産農家支援事業補助金の交付を受けた補助事業者等は、本市が実

施する畜産振興施策に積極的に協力しようと努めるものとする。 
（その他） 
第１０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、農林水産部長が別に定める。 
   附 則 
１ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 
２ こしき地域生産農家支援事業補助金に係る条例第４条第１項の規定による見直しに

ついては、平成２５年度において検討を行い、その結果に基づいて、平成２６年度に

おいて所要の措置を講ずるものとする。 
   附 則 
１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 
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